
県営明野住宅建替事業 事業契約書（案）ＳＰＣ以外 新旧対照表（令和 5年 2月 20 日） 
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1 1 (4)   
「第三者」とは本契約締結の当事者とならない者をい

い、構成企業を含むものとする。 

「第三者」とは本契約締結の当事者とならない者をい

う。 

5      ページ数を 5に修正。 

16 48    

 建替住宅整備等に係る対価は、次の合計額とする（各

号の金額は、消費税、地方消費税相当額を含む）。ただ

し、建替住宅整備費につき、県又は事業者から請求のあ

った場合は、別紙６の「物価変動率による調整」に基づ

き調整した額を支払うものとする。なお、建替住宅整備

費及び移転支援費の年度別・工区別の対価の内訳は別

紙 16の通り。 

 建替住宅整備等に係る対価は、次の合計額とする（各

号の金額は、消費税、地方消費税相当額を含む）。ただ

し、建替住宅整備費につき、県又は事業者から請求のあ

った場合は、別紙６の「物価変動率による調整」に基づ

き調整した額を支払うものとする。なお、建替住宅整備

費及び移転支援費の年度別・工区別の対価の内訳は別

紙 15の通り。 

18 52 11   

 事業者は、建設企業をして、県に対し本条による履行

の追完及び損害賠償をなすことについて保証させるも

のとし、当該保証に係る保証書（別紙 15 の様式による

ものに限る。）を建設企業から徴し、県に提出するもの

とする。 

 事業者は、建設企業をして、県に対し本条による履行

の追完及び損害賠償をなすことについて保証させるも

のとし、当該保証に係る保証書（別紙 15の様式による

ものに限る。）を建設企業から徴し、県に提出するもの

とする。 

21 60 2   活用予定地の対価は、別紙 17の方法により決定する。 活用予定地の対価は、別紙 16の方法により決定する。 



25 69 (6)   

事業者を被保険者とする履行保証保険契約を、設計企

業、建設企業、工事監理企業及び移転支援企業の全部又

は一部の者に締結。ただし、保険金請求権に、第 67 条

第１項による違約金支払債務を被担保債務とする質権

を県のために設定し、保険証券及び質権設定証書を県

に提出する。質権の設定の費用は、事業者が負担する。 

代表企業を被保険者とする履行保証保険契約を、設計

企業、建設企業、工事監理企業及び移転支援企業の全部

又は一部の者に締結。ただし、保険金請求権に、第 67

条第１項による違約金支払債務を被担保債務とする質

権を県のために設定し、保険証券及び質権設定証書を

県に提出する。質権の設定の費用は、事業者が負担す

る。 

35 2 ウ   

ウ 具体的な改定方法 

・ 県及び事業者は、設計完了後から 12 月を経過した

後に日本国内における物価水準の変動により、設計

完了時の改定基準指標から 1.5％以上の物価変動が

生じた場合に、改定を請求することができるものと

する。 

・ 変動前残工事費と変動後残工事費との差額のうち

変動前残工事費の 1.5％を超える額につき、サービス

購入料を改定するものとする。 

・ 改定後の工事費の増減額「Ｘ」を求めるための計算

式は、次のとおりとする。 

・ 改定後の工事費（Ｘ）を求めるための計算式は、次

のとおりとする。   

Ｘ＝（提案時の工事費）×（１＋α－0.015）（α＞

0.015 のとき）   

Ｘ＝（提案時の工事費）×（１＋α＋0.015）（α＜

0.015 のとき）   

α＝（Ａ／Ｂ－１）×100（％） 

ウ 具体的な改定方法 

（ア）設計完了時 

・ 改定後の工事費「a’」を求めるための計算式は、

次のとおりとする。 

a’＝ a ×（Ｂ／ b） 

a  提案時の工事費 

a’ 設計完了時の改定後の工事費 

b  提案時の建築費指数   

Ｂ 設計完了時の建築費指数 

 

（イ）工事着手後 

・ 県及び事業者は、設計完了後から 12 月を経過した

後に日本国内における物価水準の変動により、設計

完了時の改定基準指標から 1.5％以上の物価変動が

生じた場合に、改定を請求することができるものと

する。 

・ 変動前残工事費と変動後残工事費との差額のうち

変動前残工事費の 1.5％を超える額につき、サービス



 

 

購入料を改定するものとする。 

・ 改定後の工事費の増減額「Ｘ」を求めるための計算

式は、次のとおりとする。 

・ 改定後の工事費（Ｘ）を求めるための計算式は、次

のとおりとする。 

Ｘ＝（提案時の工事費）×（１＋α－0.015）（α＞

0.015 のとき）   

Ｘ＝（提案時の工事費）×（１＋α＋0.015）（α＜

－0.015 のとき）   

α＝（Ａ／Ｂ－１）×100（％）   

41 (1)    

土木工事保険 土木工事を主体とする工事を対象とす

る（一部に建築工事及び設備工事を含

む場合も対象とする。）。 

土木工事保険 土木工事を主体とする工事を対象とす

る（一部に建築工事及び設備工事を含

む場合も対象とする。）。 

58     

建設企業（以下「保証人」という。）は、事業に関連し

て、●[ＳＰＣ名称]（以下「事業者」とい 

う。）が、大分県（以下「県」という。）との間で令和●

年●月●日付けで締結した事業契約（以下 

「事業契約」という。）に基づいて、事業者が県に対し

て負担する本保証書第１条に定める債務を事業 

者と連帯して保証する（以下「本保証」という。）。 

建設企業（以下「保証人」という。）は、事業に関連し

て、●[ＳＰＣ名称]（以下「事業者」とい 

う。）が、大分県（以下「県」という。）との間で令和●

年●月●日付けで締結した事業契約（以下 

「事業契約」という。）に基づいて、事業者が県に対し

て負担する本保証書第１条に定める債務を事業 

者と連帯して保証する（以下「本保証」という。）。 

60     別紙 16 建替住宅整備等の支払い対価の内訳 別紙 15 建替住宅整備等の支払い対価の内訳 



61     別紙 17 活用予定地の対価の補正 別紙 16 活用予定地の対価の補正 

 


